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1．心臓検診の目的 
心臓検診の目的は、心疾患の発見や早期診断をすること、心疾患をもつ児童生

徒に適切な治療を受けさせるように指示すること、心疾患児に 日常生活の適切

な指導を行い児童生徒の QOL を高め、生涯を通じてできるだけ健康な生活を

送ることができるように児童生徒を援助すること、心臓突然死を予防すること

などである。また心臓検診を通して 児童生徒に心疾患などに関する健康教育を

することも重要な目的と考えられる。 

 
当マニュアルの作成にあたっては、日本循環器学会/日本小児循環器学会合同 

2016 年版学校心臓検診ガイドライン 1)、公益財団法人 日本学校保健会の学校

心臓検診の実際―平成 24 年度改訂版 2)―に原則沿って、当地域の医療体制にあ

ったものにした。 

 
具体的には次のような事項を実施目標とする。 
1. 疾患を正しく診断し、それに応じた正しい管理指導区分を定め、適切な管理

指導を行って疾病の悪化を防ぎ、さらには突然死を防止する。 
2. 心臓検診により医療や経過観察を必要とする症例を発見し、適切に治療や経

過観察を受けるよう指導する。また既知の疾患でも主治医や専門医の管理指導

を受けていない場合には検診を勧めるように指導する。 
3. 正しい指導区分を定め、過度の運動制限や無用な生活制限を解除する。以上

の目的、目標を実現するために以下の点に留意する。必要に応じて専門医の意

見を聞いたり、紹介したりする。 
1 次検診ではあくまでもマススクリーニングであることを理解しつつ、 
1) 疾患を可能な限りもれなく発見する。 
2) 心疾患のあることがすでに分かっている児童生徒には心臓病調査票などを通

じて適正に管理されているか確認する。 
2 次以降の検診では 
1. 心疾患を正しく診断する。 
2. 重症度を決定し適切な指導区分を決める。指導区分を正しく実行させる。 
3. 経過観察が必要な場合には必要に応じて経過観察を行う。 
4. 突然死またはその可能性のある疾患を早期に発見し、その予防対策を講じる。 
ことである。 
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2．学校心臓検診システム 
本邦の学校心臓検診システムは、世界でも類をみないシステムであり、健康保

険制度とは異なり、独自に運営されている。 
昭和 48 年の学校保健法施行規則の改正により、定期健康診断として実施が義務

づけられた。しかしその実施方法についての指示はなく、全国的に統一された

検診は行なわれていなかった。平成 6 年 12 月に学校保健法施行規則が一部改正

され、小学校 1 年、中学校 1 年、高等学校の１年生全員に心電図検査が義務づ

けられた。これらの対象者に対し、学校心臓検診調査票、学校医の診察、担任・

養護教諭の日常観察に基づく学校からの要望に加え、心電図検査を実施してい

る。約半数の 地域では省略 4 誘導心電図+心音図を記録しているが、12 誘導心

電図のみの地域もある。ここまでを 1 次検診と呼ぶ。これ以後を 2 次以後の検

診と呼び、地域 によって 2 次検診、3 次検診と呼ぶこともある。2 次以後の検

診は、検診施設で行なわれることもあり、地域の医療機関で行なわれることも

ある。1 次検診の所 見から抽出された基準をもとに、専門医の診察、12 誘導心

電図検査、胸部 X 線撮影、運動負荷心電図、ホルター心電図、心エコー図検査、

その他の 2 次以降の 検診が行なわれる。この検診で、これ以上の検査が必要と

判断された場合には、専門医療機関で精密検査が行なわれ、これ以上の検査が

不要と判断された場合に は児童・生徒に対する学校生活管理指導表が提出され、

学校生活管理が行なわれる。翌年以後の検査が必要な場合には、翌年も検査を

行なうことになる。(図 1)1) 

 
図１ 

また、平成 14 年度からは学習指導要領が改訂され、これに伴って新指導要領に

沿った新しい学校生活管理指導表が作成された。 

  



 

4 
 

3. １次検診抽出基準 
1 次検診から、主として心電図により 2 次以後の検診に抽出する。これに調査票、

学校医の診察所見を加えて抽出する。また、明らかな異常を認めた場合には、

直接医療機関を受診して、精査、管理、治療を行なう。 
当地域においては年に小中学合わせて 2000 人弱の心臓１次検診を実施してお

り、心電図での判読には原則、心電図の自動診断を用い下記に示す異常を認め

たものを 2 次以後の検診に抽出するものとする。心電図の自動診断が正しくな

い場合もあるため、2018 年度以降は、１次検診の抽出決定前に１次検診の所見

会を開催し、至適な対象者を抽出することとする。学校検診が終了し、資料が

揃ってから、所見会までに十分な時間がない場合には、心電図自動判断で A 判

定者、問診表での該当対象者および１次欠席者を暫定該当者とする。当地域の 1
時検診では、各小中学校ともに、FUKUDA DENSHI の ECP 7641 心電計（学

童用）を用いて心電図を実施している。ECP 7641 心電計での自動解析での異常

基準は別途資料に添付する。 
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以前は QT 時間を RR 間隔の平方根で補正する Bazett 補正（QTcB）が使用されて

いたが，学童では心拍数が高いと過大評価することがあり，2013 年のガイドラ

インからは RR 間隔の三乗根で補正する Fridericia 補正（QTcF）によるスクリ

ーニングが推奨されている 1)。 

Fridericia 補正式：QTcF = QT/3√ RR 

さらに自動診断機器では T 終末点の決定に微分法を採用することが多く，QT 時

間はマニュアル計測（接線法）より長めになる．児童生徒の QTc 時間を微 

分法と接線法で比較すると微分法が 20 ms 程度長いとされている 1）2)．接線法

による QTcF の診断基準として，小学 1 年生は 0.43，中学 1 年は 0.44，高校 1 年

生は男子/女子が 0.44/0.45 を推奨している 1） 

 
＜接線法による QT の計測法＞ 

小郡三井地区の小中学校の平成29年度の学校心臓検診の対象者（在籍者）は1777

名で、うち、暫定的に 2次検診対象とされたものは 89 名、うち 14 名はアンケ

ートにおいても 2次検診対象とされた。未受診 20 名、アンケート 62 名で計 171

名が暫定 2次対象者となった。 
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この心電図異常 89 名の所見別集計を以下に示す。 
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4 ページに示したように、2次検診以降に抽出すべき心電図は A判定であり、暫

定的に心電図異常とされた 89名のうち B判定者および不完全右脚ブロック者の

うち右軸偏位でない 12 名の計 40 名を除外し 40 名を 2次対象者とした。 

QT 延長症候群に関しては、9名すべて接線法による QTC 値の検討も行ったが、

自動計測法と同様の結果であった。 

 

アンケートでの 2次検診抽出対象者の詳細を下記に示す。 
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4. ２次以降の心臓検診 

前項で述べた１次心臓検診が、確実に精度高く実施されていれば、２次以 

降の検診が必要として抽出されるのは、全児童生徒の２％～５％以下とされて

いる 1)。当地域においては、平成 29 年度は上記からは、未受診者 20 名を除くと

111 名で在籍者から未受診者を除いた 1757 名の 6.3％となった。ただし、平成

29 年度は暫定該当者すべてを 2次対象とした。 

 

２次以降の検診が具備すべきこと 

２次以降の検診は、一箇所に対象の児童生徒を集めて検診を行う集団的２次検

診と、専門的な医療施設に個々に受診させる個別的２次検診とがある。何れも

一長一短があるが地域の医療事情に合わせて選択すべきである。 

当 2 次医療圏では平成 29 年度までは小郡三井医師会が主体となって、医師会館

に対象の児童生徒を集めて検診を行う集団的２次検診により、さらに専門的な

医療施設での精査をすべき対象者を抽出することとしてきた。 

 

２次以降の検診での検査項目 

２次以降の検診では受診者の診断と生活指導をほぼ確定することが期待されて

いるため、次のような検査項目が実施可能であることが望ましい 2)。それは、①

専門医による診察、②胸部 X 線検査、③標準 12 誘導心電図、④心エコー検査、

⑤運動負荷検査、⑥ホルター心電図などであり、このうち①～⑤は検査可能な

体制の整備が必要である 2)。⑥のホルター心電図は、装置、所要時間のため実施

できない場合には適切な医療機関を紹介する。 

ただし、こうした検査を２次以降の検診対象者全員に実施する必要はない。 

２次以降の検診を受診する必要があるとされた理由によって検査項目は異 

なる。表Ⅱ―2 に１次検診の所見内容から考えられる２次以降の検診での 

検査項目の選び方の概略を示した。 
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上記にない心電図異常への対応 

QT 延長症候群 

日本における調査報告として 197 例の小児例の報告がある。初診時、すでに症

状がある場合、症状が再出現する頻度は 47％、初診時までに症状がない場合、

新しく症状が出現する頻度は 5％であった。初診時、すでに症状がある患児(平

均観察年 7.2 年) の症状再出現のリスクファクターは、低年齢から症状がある

こと(p<0.05)と怠薬(p<0.005)であった。初診時までに症状がない患児では、

Schwartzらの QT延長症候群ポイントが4点未満であると、平均観察期間4.5 年

で症状出現者はいなかった。現在、日本小児循環器学会で症状出現に関する QT 

延長症候群患児の前向き試験が始まっており、無症状で検出される QT 延長症候

群患児の予後が検討できると考えられる 3)。 



 

15 
 

 

 

2011 年に改訂された Schwartz らの診断基準も診断の参考にする．Schwartz ら

の診断基準の QTc 時間は Bazett 補正で示されている．安静時 QTcB に加え 

て，運動負荷後 4 分の QTcB が 480 以上で加点される．また notched T wave, 

T-wave alternans（T 波交互脈），失神，先天性聾の有無，家族歴が診断基準項

目として採用されている．ホルター検査による深夜や明け方の QT 時間の延長も

診断に役立つことがある 4)． 

以上、学会のガイドラインなどの推奨内容からは、明らかな指針は示されてい

ないものの、Fridericia 補正式での QTcF が 0.45 以上の場合は、運動負荷以外

の項目で Schwartz らの QT 延長症候群ポイントが 3 点未満であれば、要観察、4

点以上であれば、運動負荷を行う必要があり、DC（直流徐細動器）のない状態

でマスター心電図を行うよりは、３次検診へ紹介することが妥当と思われる。 

 

当 2次医療圏では小郡三井医師会館で 2次検診を実施しているが、現時点では、

胸部 X線装置、心エコーともに装備できておらず、上記の項目で、多くの症例

に必要な検査が実施できていない状況にある。 

従って、上記装備が整うまでは、2次検診に抽出された症例の多くは３次検診に

紹介せざるを得ないと思われる。今後の体制に関しては、医師会としての課題

と思われる。平成 29 年 8 月 7 日心臓検診グループの所見会において、心臓グル
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ープ内で今後の体制について検討した。胸写や心エコー、および検査技師など

を手配する費用および、本来、2次検診は小児循環器医専門医および循環器専門

医が行うことが望ましいが当地域において人的資源の確保が困難であることな

どの理由から、来年度以降は、１次検診での 2次検診以降症例の抽出および、

問診該当者、１次未受診者の 2次検診は従来どうり請負い、心電図での 2次以

降該当者は、直接３次検診とすることが妥当であろうという結論に至りました。 
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